
令和２年度国民健康保険事業費納付金の算定について 

 

１ 令和２年度の診療費、被保険者数及び世帯数の推計方法について 

＜確認事項＞ 

令和２年度の診療費、被保険者数及び世帯数の推計方法について、国から下記の通り予算編成留意事項に記載予定の推計方法等が提示された。 

これを受けて、市町村との協議（幹事会）を経て、長野県においては以下の通り推計を行うこととする。 

＜推計方法＞ 

【基本的な考え方】（予算編成留意事項に記載）。 

給付費総額の推計は、負担区分別の（１）「被保険者 1人当たり診療費」×（２）「被保険者数推計」×「給付率推計」を掛け合わせて算出する。 
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推計方法

（国から

提示） 

① 「令和元年度の一人当たり診療費」×

「平成 29‐令和元年度の伸び率の平方根

（※）」 

※ ２年分の伸び率（推計値）の平方根をとるこ

とで１年分の伸びを推計し、それを令和元年度

（後半は推計値）に乗じることで令和２年度診療

費を推計する。 

② 「平成 30 年度の一人当たり診療費」×

「平成 26‐30 年度の伸び率の４乗根の２乗

（※）」 

※ ４年分の伸び率（実績値）の４乗根をとること

で１年分の伸びを推計し、それを２乗した２年分の

伸びを平成 30 年度（実績値）に乗じることで令和２

年度診療費を推計する。 

③ 「平成 30 年６月～令和元年５月の一人

当たり診療費」×「平成 28－30 年度の伸び率

の平方根（※）」 

※ ２年分の伸び率（実績値）の平方根をとること

で１年分の伸びを推計し、それを直近１年分の診療

費（実績値）に乗じることで令和２年度診療費を推

計する。 

特 徴 

毎年度の予算編成留意事項通知で示さ

れている基本の考え方。 

推計値を多く用いるため、過度に伸び率

等が大きくなる可能性もある。 

平成 28 年度診療費実績の前年度伸び率が

著しく低いため、直近４年度間（平成 26‐30

年度）の伸び率の推移を踏まえて伸び率を補

正する方法。 

（令和元年度納付金算定時に採用。） 

①の短期間の実績の大小が過度に反映さ

れる問題を緩和する。国から新たに示された 

推計方法。 

実績値を多く使用するため、実態との大幅

な乖離は少ないと見込まれる。 

決定方針 上記３通りの方法で推計を行い、安定的な保険給付のために、推計結果が最も大きくなる方法で推計を行う。 
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＜留意事項＞ 

上記（１）１人当たり診療費及び（２）被保険者数推計について、上記の考え方を基本とするが、仮係数による試算の結果を踏まえ、（主に小規模町村にお

いて）異常値等が出た場合には調整を行う可能性もある。 
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推計方

法（国

から提

示） 

① コーホート要因法を用いた被保険者数推計 

 「情報集約システムから連携された１歳刻みの被保険者

数情報」×「移動率（１年間の平均値、男女別移動率）」 

※概要は別紙参照。 

② 「令和２年度被保険者数・世帯数（推計）」 

⇒「令和元年度被保険者数（推計）」×「平成 30－令和元年度の伸び率」 

  毎年度の予算編成留意事項通知で示される基本的な考え方。 

 

特徴 

 今年度から新たに納付金算定システムに追加される推計

機能。（コーホート要因法による分析については、９月 18

日に開催の「納付金等算定標準システム研修会」にて詳細

情報の説明あり。） 

 伸び率については、被保険者数の減少率を過小評価することのないよう、昨

年度から前年度の伸び率を用いることとなった。 

 令和元年度の被保険者について推計し、その推計を基に算出した伸び率を乗

じるため、小規模町村の被保険者数の少ない区分（未就学児等）で異常値がで

る可能性がある。 

決定 

方針 

被保険者数については、原則、新たな推計方法である①で推計するが、②の方法でも実施し、①の結果の検証を行う。 

世帯数については、従来どおり②の方法で行う。（コーホート要因法では推計不可。） 
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２ 激変緩和について 

＜確認事項＞ 

令和２年度の激変緩和措置は、下記に記載の昨年度までの合意事項を踏まえ、一定割合を自然増＋2.52％として実施する。 

＜激変緩和措置に関する平成 30 年度までの合意事項＞ 

（１） 激変緩和の実施期間は６年間を基本とし、６年目の時点で激変緩和対象額が一定以上残る市町村については、10 年を目安に実施期間を延長 

（２） 初年度は＋α＝０％とし、手厚く激変緩和を実施する。 

（３） ２年目以降は、納付金制度導入による増加幅を６で除した数値である 1.26％を＋αとし、毎年度同じ率を加算する。 

   ➡令和元年度納付金では自然増＋1.26％で実施。 

※一定割合は「自然増＋α」としてガイドライン上で定義されている。 

 

（参考）令和元年度の激変緩和実施状況 

 対象市町村 措置総額 備考 

H30 47 1,853,769,573（円） － 

R1 50 2,277,840,950（円） ＋424,071,377（円） 

■令和元年度は、激変緩和措置総額が約 22 億８千万円で、平成 30 年度の約 18 億６千万円より約 4.2 億円増加した。 

■激変緩和措置額は、理論上は一定割合の上昇とともに年々減少していくもの。 

⇒令和元年度は主に前期高齢者交付金の見込みが大幅に減少したことで、県全体の納付金が大幅に増加し、各市町村の納付金額も増加。 

⇒その結果、対 28 年度比で一人当たり納付金額が一定割合を超える増加幅となる市町村が平成 30 年度よりも多かった。 

⇒そのため、激変緩和措置を前年度以上の規模で行い、本来減少するはずの激変緩和措置総額が令和元年度は逆に増加した。 

↓ 

同じように、R2 年度においても納付金額の大幅な伸び等があると、激変緩和措置総額が増加する可能性がある。 
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○ ＋αのイメージ 
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解消

28年度からの自然増を除く増加幅のうち、「②納付金制度
導入による増加幅」は、基本的には 変化しない※

⇒ ＋αを毎年増加させることで、激変緩和を終了させる
※所得の変動や公費の精算の影響等で変わる可能性もある。また、①激変緩和措置を
実施することによる増加幅は、＋αを毎年増加させることにより、毎年度減少していく。
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①：「激変緩和を実施することによる増加幅」
激変緩和の財源は県1号繰入金であるため、激変緩和を行うことにより全市町村への1号

繰入金の配分が減り、結果として全体の納付金額が増加する。この増加幅は、＋αにより激
変緩和措置額が減ることにより、毎年度減少していく。
②：「納付金制度導入による増加幅」
医療費の自然増等を除いた納付金制度を導入することによる増加分のこと。

※ 激変緩和の対象は、①＋②の額。
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